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訴訟の和解に関するお知らせ 

 

2021年 3月31日付「訴訟の提起に関するお知らせ」で公表しました通り、当社及び当社の一部子会社

（あわせて、以下「当社ら」といいます。）は、米国において複数の訴訟の提起を受けておりましたが、

このうち、米国のIntercontinental Terminals Company LLC（以下「ITC」といいます。）及びITCの

保険会社（あわせて、以下「ITCら」といいます。）より提起された訴訟について、2024年 12月 18日

（現地時間）付で ITC らとの間で和解（以下「本和解」といいます。）に合意しましたので、以下の通

りお知らせいたします。 

 

1. 訴訟の提起から和解に至るまでの経緯 

ITCがテキサス州ヒューストンにおいて所有するタンクターミナル構内において、2019年3月17日（現

地時間）に発生した火災（以下「本件火災」といいます。）に関連して、周辺住民等は健康被害等の損

害を被ったとして、ITCその他の関係者らに対して、2021年 1月13日（現地時間）以降、米国テキサ

ス州の地方裁判所において複数の訴訟を提起しました。その後、当該周辺住民等は、当社製品が当該タ

ンクターミナル内の装置の一部に使用されていたなどと主張して、他の関係者らとともに当社らに対し

ても複数の訴訟を提起するに至りました。また、これらの訴訟に関連して、ITCらも、当社らに対して、

訴訟を提起しました。これらの訴訟（あわせて、以下「本件訴訟」といいます。）において、当社らは、

当社製品が本件火災と無関係であることを主張して争っていましたが、諸般の事情を総合的に考慮し、

ITCらとの間で和解することといたしました。本和解により、本件訴訟は全て終結する見通しです。 

 

2. 和解の内容 

和解金その他の和解内容の詳細は、和解契約に秘密保持条項が含まれているため、公表は差し控えさ

せていただきます。 

 

3. 今後の見通し 

本和解により当社の今後の業績に与える影響は軽微です。なお、本和解に伴う費用については、2025年

3月期第3四半期決算において計上する予定です。  

 

以上 


